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Factor analysis of regional innovation-system survey on 2016 
Hiroyuki Araki, 2nd Policy-Oriented Research Group, National Institute of Science and Technology Policy 
(NISTEP), MEXT 
ABSTRACT 
Based on the Fifth Science and Technology Basic Plan that began 2016, we conducted a survey on the 
"regional innovation system" and "Overcoming Population Decline and Vitalizing Local Economy in 
Japan". In this paper, by analyzing the answer to this consciousness survey, we clarify the potential factors 
in the area and examine the characteristics of the "institution" who responded that there is "recognition of 
success" and "recognition of cooperation". Also, we analyze the characteristics of the institution by 
analyzing the relationship between fields of public research and development institute and answer. Based 
on the above, the initial situation of the 5th Science and Technology Basic Plan was considered. The 
analytical methods used are decision trees and crosstab. 
As a result of the analysis, "Consciousness concerning regional innovation system" was found to be 
most related to "recognition of situations of initiatives for science and technology innovation by region", 
correlated with outcome recognition and collaborative recognition. Furthermore, it was found that there 
was a difference in consciousness among fields of public research and development institute. 
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を分析し、第 5 期科学技術基本計画の初期状況を考察する。  
 
  
                                                        
1 http://www8.cao.go.jp/cstp/kihonkeikaku/index5.html 








都市、地方銀行、公設試験研究機関、計 490 機関を対象として実施された。363 機関から
の回答（74％の回収率）を得ており、  
 地域イノベーションへの認識  
・ 地域イノベーションに対する取組の認識において成果が出ていると認識して
いる機関が 5 割を超えている。  
 地域企業の活性化  
・ 地域における GNT と呼ばれる企業の存在について認識している機関が 3 割を
超えている。  
 地域の特性を生かしたイノベーションシステムの駆動  
・ 地域内での関係者との連携状況については、6 割を超える機関が連携できてい
ると認識している。  
・ コーディネーションを担う人材については 6 割を超える機関で人材不足との
認識がある。  
 地域が主体となる施策の推進  
・ 地域独自の強みを生かしたイノベーションを推進していくための戦略につい
ては 4 割弱の機関で策定されている。  
・ 将来の地域産業のビジョンを語り、関係者を巻き込んでいくことのできる人
材が不足しているとの認識がある。  
上記の特徴がある意識調査であった  [2]。  
 
調査票については、5 つのパートから構成されている。設問は質問番号 Q1 から Q20 の
全部で 20 問。Q1、Q2 はプロフィール等を確認する項目で、実際には Q3 から Q20 までが
地域イノベーションと地方創生についての実態・意識の調査および現状と課題についての
質問である。表 2-1 に調査票を示す。  
 






































 Q601 同上 【これから】 






























































 Q14_2 同上 最重要な⼈材を１つお選びください 

































































Q13、Q16、Q17、Q19_2 の 13 項目を用いて分析を行う。以降は表 3-1 の変数名を用いる。 
 




























                                                        





Q3 成果認識 Q10_2 牽引役【いままで】 
Q4 取組状況 Q11_2 牽引役【参画を期待する主体】 
Q5 GNT 企業の存在認識 Q12_2 牽引役【これから】 
Q6 企業向け施策【いままで】 Q13 コーディネータ⼈材の充足認識 
Q601 企業向け施策【これから】 Q16 コーディネータ⼈⼈材育成施策の状況 
Q8 連携認識 Q17 科学技術戦略の策定状況 












として決定木分析を行った。その結果を図 4-1 に示す。  
 


















として決定木分析を行った。その結果を図 4-2 に示す。  
 






















機関の専門分野による割合を図 4-3 に示す。 
 
図 4-3 公設試験研究機関の分野割合（n=230） 
 
 
 意識調査において公設試験研究機関からは 230 機関の回答があった。そのうち工学分野
が 29％（66 機関）、農学分野が 47％（109 機関）、理学分野が 9％（20 機関）、保健分野が











                                                        














Q3「成果認識」と専門分野によるクロス集計の結果を表 4-1 に示す。  
 
表 4-1 Q3「成果認識」と専⾨分野によるクロス集計表（パーセント表） 
 ⼯学 農学 理学 保健 その他 総計 
 (66) (109) (20) (24) (11) (230) 
01:成果が出ている 30% 6% 5% 4% 0% 12% 
02:どちらかといえば成果が出ている 42% 28% 20% 13% 27% 30% 
03:どちらかといえば成果は出ていない 12% 5% 5% 8% 18% 8% 
04:成果は出ていない 0% 4% 0% 0% 9% 2% 
05:よくわからない 15% 55% 65% 75% 45% 46% 
無回答 0% 3% 5% 0% 0% 2% 
総計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 
 
 Q3「成果認識」において、工学を専門分野とする 7 割以上の機関で「成果が出ている」
または「どちらかといえば成果が出ている」と回答している。農学、理学、保健、その他











Q8「連携認識」と専門分野によるクロス集計の結果を表 4-2 に示す。  
 
表 4-2 Q8「連携認識」と専⾨分野によるクロス集計表（パーセント表） 
  ⼯学 農学 理学 保健 その他 総計 
01:連携できている 26% 6% 5% 4% 0% 11% 
02:どちらかといえば連携できている 62% 37% 15% 17% 27% 40% 
03:どちらかといえば連携できていない 8% 20% 10% 17% 36% 16% 
04:連携できていない 0% 6% 0% 0% 0% 3% 
05:よくわからない 5% 28% 65% 63% 36% 29% 
無回答 0% 2% 5% 0% 0% 1% 
総計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 
 








































公設試験研究機関の専門分野は工学分野が 29％（66 機関）、農学分野が 47％（109 機関）、
理学分野が 9％（20 機関）、保健分野が 10％（24 機関）、その他 5％（11 機関）という結果






































げます。また、貴重な助言を頂いた総務省 統計局 総務課 調査官 田村彰浩氏、並びに九
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Q4 a 既に取り組みを⾃ら推進中である 39 48 8 0 5 0 104
n=363 b 地域主導による科学技術イノベーションシステムの構築の必要性を認識しており、今後具体
的な取り組みを⾃ら展開する予定である
13 74 7 3 3 0 31
c 地域主導による科学技術イノベーションシステムの構築の必要性を認識しているが、具体的
な取り組みの検討までには⾄っていない
5 40 12 4 39 2 131
d 地域主導による科学技術イノベーションシステムの構築の必要性も未だ⼗分に認識できてい
ない
0 11 19 5 65 0 37
e よくわからない 2 14 2 0 83 0 57
無回答 0 0 0 0 0 100 3
Q5 a 存在している 32 45 12 1 11 0 130
n=363 b わからない 5 35 8 3 50 0 228
無回答 0 0 0 0 0 100 5
Q6 a 【これまで】／実施している 28 49 11 1 12 0 122
n=363 b 【これまで】／実施していない 9 32 9 3 46 1 181
c 【これまで】／わからない 4 34 7 2 54 0 56
無回答 0 0 0 0 0 100 4
Q6-1 a 【これから】／実施する予定である、継続して実施する予定である 28 50 10 1 11 0 119
n=363 b 【これから】／直ちに実施する予定はない 10 23 14 7 46 0 70
c 【これから】／わからない 7 36 7 1 49 1 170
無回答 0 0 0 0 0 100 4
Q7 a 地域企業が活⽤できる⾏政の施策・事業等の情報を提供している 19 44 10 2 24 1 251
n=363 b 商談会の企画、実施、紹介等をしている 19 52 10 3 16 1 158
c 販路開拓、海外展開の⽀援を実施している 19 51 9 2 20 1 172
d 地域の優れた技術・製品の標準化活動の拡⼤を⽀援している 23 52 6 2 17 0 99
e 専⾨家による勉強会・セミナー等の企画、実施、紹介等をしている 20 47 10 2 21 0 239
f 専⾨家による個社向け助⾔の企画、実施、紹介等をしている 22 47 11 2 18 1 166
g 個社からの経営相談、技術開発相談等に対応している 19 44 8 2 25 1 252
h 産学官連携の企画、コーディネーションをしている 25 45 11 1 18 1 185
i 地域の複数の企業等が参画するコンソーシアム（特定産業の⽴上げ、共同商品開発等）の企
画、実施をしている
26 52 8 1 12 1 115
j 新たな資⾦調達⼿法（クラウドファンディング等）を提案、紹介している 16 55 16 1 12 0 76
k その他 8 15 8 0 69 0 48
無回答 0 0 0 0 33 67 3
Q8 a 連携できている 49 34 5 0 10 2 59
n=363 b どちらかといえば連携できている 13 56 9 0 22 0 170
c どちらかといえば連携できていない 2 26 24 12 37 0 51
d 連携できていない 0 0 0 29 71 0 7
e よくわからない 0 12 4 0 82 1 73
無回答 0 0 0 0 0 100 3




36 48 9 0 8 0 90
c 定期的な会議を開催する等により、各団体が有する情報を適宜共有 25 48 10 0 17 1 169
d 地域企業の技術開発等を⽀援するため、新技術の勉強会・セミナー等を共同で実施 29 52 6 0 12 1 153
e 地域企業の販路開拓を⽀援するため、商談会等を共同で実施（他団体主催の商談会を紹介し
合うことを含む）
25 52 10 0 13 1 125
f 地域企業の新商品、新サービスの販売開始時など、共同でＰＲを⽀援 31 43 9 0 18 0 68
g 新たな産業を⽴ち上げる等のために、地域企業が参画するコンソーシアムを共同で企画運営 36 43 12 0 9 0 76
h コーディネータがハブとなる各種⽀援を実施 41 49 5 0 5 1 88
i その他 10 50 0 0 40 0 10
Q10 a 都道府県 16 37 7 3 37 1 188
n=363 b 市町村 13 26 22 4 35 0 23
c ⼤学、⾼等専⾨学校 18 32 18 0 32 0 28
d 公設試験研究機関 11 64 4 0 21 0 28
e 地域⾦融機関 0 50 20 0 30 0 10
f 商⼯会議所、商⼯会、中央会等の商⼯団体 13 50 25 0 13 0 8
g 地域のリーダー格の中堅・中⼩企業 0 25 25 0 50 0 8
h ベンチャー企業 0 0 0 0 100 0 1
i 地域外に本社を置く⼤企業等 0 0 33 0 67 0 3
j 国（産総研、ジェトロ、中⼩機構等を含む） 12 41 0 6 41 0 17
k 地域内のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 0 100 0 0 0 0 1
l 地域外のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 0 0 0 0 0 0 0
m ⾮営利団体（財団法⼈、ＮＰＯ等） 27 47 7 3 17 0 30
n その他 0 15 0 0 85 0 13
無回答 0 0 0 0 20 80 5
Q11 a 都道府県 12 37 8 2 41 0 49
n=363 b 市町村 3 37 17 3 40 0 30
c ⼤学、⾼等専⾨学校 8 55 3 0 34 0 38
d 公設試験研究機関 23 31 8 0 39 0 13
e 地域⾦融機関 17 33 17 6 28 0 36
f 商⼯会議所、商⼯会、中央会等の商⼯団体 42 26 5 11 16 0 19
g 地域のリーダー格の中堅・中⼩企業 16 44 8 2 29 1 113
h ベンチャー企業 33 17 33 0 17 0 6
i 地域外に本社を置く⼤企業等 13 13 13 0 63 0 8
j 国（産総研、ジェトロ、中⼩機構等を含む） 14 48 14 0 24 0 21
k 地域内のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 33 33 0 0 33 0 3
l 地域外のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 0 0 0 0 100 0 3
m ⾮営利団体（財団法⼈、ＮＰＯ等） 0 33 0 0 67 0 6
n その他 0 7 0 0 93 0 14
無回答 0 0 0 0 0 100 4
Q12 a 都道府県 17 39 8 2 35 0 130
n=363 b 市町村 13 33 13 7 33 0 15
c ⼤学、⾼等専⾨学校 14 38 7 1 39 1 74
d 公設試験研究機関 23 31 15 5 26 0 39
e 地域⾦融機関 0 33 67 0 0 0 3
f 商⼯会議所、商⼯会、中央会等の商⼯団体 8 58 8 0 25 0 12
g 地域のリーダー格の中堅・中⼩企業 8 38 13 4 38 0 24
h ベンチャー企業 0 33 0 0 67 0 3
i 地域外に本社を置く⼤企業等 0 33 33 0 33 0 3
j 国（産総研、ジェトロ、中⼩機構等を含む） 5 42 16 5 32 0 19
k 地域内のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 0 33 0 0 67 0 3
l 地域外のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 0 50 0 0 50 0 2
m ⾮営利団体（財団法⼈、ＮＰＯ等） 23 50 0 0 27 0 22
n その他 0 10 0 0 90 0 10







































































































％ ％ ％ ％ ％ ％ 件
Q13 a 充⾜している 33 67 0 0 0 0 3
n=363 b どちらかといえば充⾜している⽅だと思う 28 54 4 0 11 2 46
c どちらかといえば不⾜している⽅だと思う 18 49 10 3 20 0 148
d 不⾜している 10 29 13 4 44 0 77
e よくわからない 4 19 7 0 70 1 86
無回答 0 0 0 0 0 100 3
Q14 a 都道府県の職員等 25 75 0 0 0 0 4
n=49 b 市町村の職員等 75 25 0 0 0 0 4
c ⼤学、⾼等専⾨学校の研究者 33 33 0 0 33 0 3
d ⼤学、⾼等専⾨学校のコーディネーター 0 75 13 0 13 0 8
e 公設試験研究機関の研究者 0 0 0 0 100 0 1
f 公設試験研究機関のコーディネーター 0 100 0 0 0 0 8
g 地域⾦融機関の⾏員 0 0 0 0 0 0 0
h 商⼯会議所、商⼯会、中央会等の経営指導員等 100 0 0 0 0 0 2
i 地域のリーダー格の中堅・中⼩企業の社⻑等 100 0 0 0 0 0 1
j ベンチャー企業の社⻑等 0 0 0 0 0 0 0
k 地域企業の次期経営者（現社⻑の⼆世等） 0 0 0 0 0 0 0
l 地域外に本社を置く⼤企業等の社⻑・社員等 0 0 0 0 0 0 0
m 国（産総研、ジェトロ、中⼩機構等を含む）の研究者、コーディネーター等 0 0 0 0 100 0 1
n 地域内のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 0 100 0 0 0 0 1
o 地域外のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 0 0 0 0 0 0 0
p ⾮営利団体（財団法⼈、ＮＰＯ等）の理事⻑・スタッフ等 44 44 11 0 0 0 9
q その他 29 43 0 0 14 14 7
Q15 a 将来の地域産業のビジョンを語り、関係者を巻き込んでいくことのできる⼈材 11 34 13 7 34 99
n=225 b ⼤学の研究成果の事業化を牽引できる⼤学内の⼈材 13 88 0 0 0 8
c ⼤学の研究成果の事業化を牽引できる⼤学外の⼈材 0 60 20 0 20 5
d 公設試験研究機関の研究成果等の事業化を牽引できる⼈材 21 37 5 0 37 19
e ベンチャー企業の設⽴や成⻑を⽀える⼈材 13 38 13 0 38 8
f 地域内の中堅・中⼩企業等が保有する技術等を幅広く把握している⼈材 24 43 5 0 29 21
g 地域外の有⼒企業等との連携を橋渡しできる⼈材 17 39 22 0 22 23
h 成⻑市場等のマーケットの実情を把握している⼈材 17 67 0 0 17 6
i 新規性の⾼い事業・商品等のリスクを理解しつつ、適切なタイミングで資⾦供給のとりまと
めが出来る⼈材
13 47 13 7 20 15
j 地元に腰を落ち着けて中⻑期的に取り組む覚悟を有する⼈材 31 46 0 0 23 13
k 地元には無い視点から新たな気付きを与えてくれる⼈材 20 80 0 0 0 5
l その他 33 33 33 0 0 3
Q16 a 既に実施している 42 37 8 0 13 0 60
n=363 b （現状は実施していないが）今後は実施する予定がある 2 68 10 5 15 0 41
c （現状は実施していないし）今後も実施する予定はない 14 29 10 4 42 2 170
d わからない 3 42 8 0 47 0 90
無回答 0 0 0 0 0 100 2
Q17 a ある 31 49 5 2 13 1 135
n=363 b （現時点ではないが）今後策定する予定 2 49 24 7 17 0 41
c （現時点ではないし）今後も策定する予定はない 8 25 9 3 53 2 98
d わからない 1 31 8 0 60 0 87
無回答 0 0 0 0 0 100 2
Q18 a 地域が主導した多様な成功事例や事業化にまで⾄らなかった事例等の要因の抽出 0 60 20 20 0 0 5
n=135 b 貴地域（都道府県・政令市）全体の中堅・中⼩企業等の実績（売上、利益、雇⽤等） 23 65 13 0 0 0 31
c 地域イノベーションの取り組みに関連した中堅・中⼩企業等の実績（売上、利益、雇⽤等） 38 47 9 3 3 0 34
d ⼤学や公設試験研究機関等と中堅・中⼩企業等の共同研究の件数 41 41 6 0 12 0 49
e 貴地域（都道府県・政令市）全体の中堅・中⼩企業等の参画数（セミナーや商談会、共同研
究等への参加）
48 33 10 0 10 0 40
f ベンチャー企業創出数 35 50 8 4 4 0 26
g 地域独⾃のブランドの確⽴ 30 50 5 5 10 0 40
h 新たな販路の開拓実績 30 50 7 3 10 0 30
i 貴地域（都道府県・政令市）全体の中堅・中⼩企業等のＰＲ実績 17 50 17 0 17 0 6
j その他 36 45 4 0 15 0 47
k ⽬標は明確化できていない 25 42 8 0 17 8 12
l わからない 0 100 0 0 0 0 1
Q19 a イノベーションを⽬指した取り組みに対する関係者の共通認識が⼗分にできていない 2 31 12 2 53 0 58
n=363 b イノベーションの最終的な担い⼿となる中堅・中⼩企業等の意識が⼗分ではない 27 40 13 0 20 0 15
c イノベーションの種を供給・⽀援すべき⼤学側の意識が⼗分ではない 14 57 14 14 0 0 7
d イノベーションの種を供給・⽀援すべき公設試験研究機関の意識が⼗分ではない 0 100 0 0 0 0 1
e イノベーションの構想を描き、関係者をまとめていく場づくり・推進施策等を担うべき⾏政
の意識が⼗分ではない
8 33 33 0 25 0 12
f 地域内のリソース（組織、技術、企業、⼈材等）の情報を把握し、適切に活⽤・育成できる
組織・⼈材が少ない
13 53 2 0 33 0 61
g 地域外のリソース（組織、技術、企業、⼈材等）の情報を把握し、適切に活⽤・育成できる
組織・⼈材が少ない
25 50 0 0 25 0 4
h イノベーションを⽬指した構想を描き、関係者を巻き込んでいく⼈材・その育成が⼗分では
ない
20 33 12 5 30 1 87
i 優れた技術等を有する中堅・中⼩企業等を把握できていない 13 25 38 0 25 0 8
j ⼤学、公設試験研究機関等と中堅・中⼩企業等の交流が少ない 0 40 0 0 60 0 10
k 新技術等を⽤いて競争⼒ある事業を⽴案できる組織・⼈材が少ない／弱い 19 48 5 0 29 0 21
l 商品は作れるが、それを実売につなげていく組織・⼈材が少ない／弱い 31 46 8 0 15 0 13
m 新規性の⾼い事業・商品等のリスクを理解しつつ、適切なタイミングで資⾦供給できる⾦融
機関が少ない／弱い
30 30 20 20 0 0 10
n 地域主導のイノベーションに取り組むための⾏政側の予算確保が難しい 21 38 3 0 38 0 34
o 国との協働が⼗分ではない 0 0 0 0 0 0 0
p その他 0 19 0 0 81 0 16


















































































％ ％ ％ ％ ％ ％ 件
Q3 a 成果が出ている 56 42 2 0 0 0 52
n=363 b どちらかといえば成果が出ている 15 69 10 0 7 0 137
c どちらかといえば成果は出ていない 9 46 36 0 9 0 33
d 成果は出ていない 0 0 75 25 0 0 8
e よくわからない 5 30 15 4 47 0 128
無回答 20 0 0 0 20 60 5
Q4 a 既に取り組みを⾃ら推進中である 37 53 7 0 4 0 104
n=363 b 地域主導による科学技術イノベーションシステムの構築の必要性を認識しており、今後具体
的な取り組みを⾃ら展開する予定である
10 81 3 3 3 0 31
c 地域主導による科学技術イノベーションシステムの構築の必要性を認識しているが、具体的
な取り組みの検討までには⾄っていない
10 50 21 2 15 1 131
d 地域主導による科学技術イノベーションシステムの構築の必要性も未だ⼗分に認識できてい
ない
0 24 27 8 41 0 37
e よくわからない 9 26 9 0 56 0 57
無回答 0 0 0 0 33 67 3
Q5 a 存在している 27 57 12 0 5 0 130
n=363 b わからない 10 42 16 3 29 0 228
無回答 20 0 0 0 20 60 5
Q6 a 【これまで】／実施している 30 60 10 0 0 0 122
n=363 b 【これまで】／実施していない 10 41 18 3 27 1 181
c 【これまで】／わからない 5 39 13 2 41 0 56
無回答 25 0 0 0 25 50 4
Q6-1 a 【これから】／実施する予定である、継続して実施する予定である 29 60 11 0 0 0 119
n=363 b 【これから】／直ちに実施する予定はない 7 44 14 4 30 0 70
c 【これから】／わからない 11 40 17 2 30 1 170
無回答 25 0 0 0 25 50 4
Q7 a 地域企業が活⽤できる⾏政の施策・事業等の情報を提供している 23 53 12 2 10 0 251
n=363 b 商談会の企画、実施、紹介等をしている 28 55 10 1 7 0 158
c 販路開拓、海外展開の⽀援を実施している 27 56 9 0 8 0 172
d 地域の優れた技術・製品の標準化活動の拡⼤を⽀援している 30 53 9 2 6 0 99
e 専⾨家による勉強会・セミナー等の企画、実施、紹介等をしている 23 56 13 1 8 0 239
f 専⾨家による個社向け助⾔の企画、実施、紹介等をしている 27 56 11 1 6 0 166
g 個社からの経営相談、技術開発相談等に対応している 22 51 13 1 13 0 252
h 産学官連携の企画、コーディネーションをしている 29 56 10 0 5 0 185
i 地域の複数の企業等が参画するコンソーシアム（特定産業の⽴上げ、共同商品開発等）の企
画、実施をしている
36 57 4 1 2 0 115
j 新たな資⾦調達⼿法（クラウドファンディング等）を提案、紹介している 26 65 4 0 5 0 76
k その他 13 25 10 0 52 0 48











37 63 0 0 0 90
c 定期的な会議を開催する等により、各団体が有する情報を適宜共有 28 72 0 0 0 169
d 地域企業の技術開発等を⽀援するため、新技術の勉強会・セミナー等を共同で実施 33 67 0 0 0 153
e 地域企業の販路開拓を⽀援するため、商談会等を共同で実施（他団体主催の商談会を紹介し
合うことを含む）
36 64 0 0 0 125
f 地域企業の新商品、新サービスの販売開始時など、共同でＰＲを⽀援 40 60 0 0 0 68
g 新たな産業を⽴ち上げる等のために、地域企業が参画するコンソーシアムを共同で企画運営 33 67 0 0 0 76
h コーディネータがハブとなる各種⽀援を実施 42 58 0 0 0 88
i その他 40 60 0 0 0 10
Q10 a 都道府県 18 48 14 3 18 0 188
n=363 b 市町村 22 48 17 0 13 0 23
c ⼤学、⾼等専⾨学校 11 46 11 0 32 0 28
d 公設試験研究機関 21 54 4 0 21 0 28
e 地域⾦融機関 10 80 10 0 0 0 10
f 商⼯会議所、商⼯会、中央会等の商⼯団体 0 75 25 0 0 0 8
g 地域のリーダー格の中堅・中⼩企業 0 38 25 0 38 0 8
h ベンチャー企業 0 0 100 0 0 0 1
i 地域外に本社を置く⼤企業等 0 33 0 33 33 0 3
j 国（産総研、ジェトロ、中⼩機構等を含む） 18 35 29 6 12 0 17
k 地域内のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 0 0 0 0 100 0 1
l 地域外のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 0 0 0 0 0 0 0
m ⾮営利団体（財団法⼈、ＮＰＯ等） 23 50 20 0 7 0 30
n その他 0 15 0 0 85 0 13
無回答 0 0 0 0 40 60 5
Q11 a 都道府県 18 45 12 4 20 0 49
n=363 b 市町村 3 40 27 7 23 0 30
c ⼤学、⾼等専⾨学校 26 45 11 3 16 0 38
d 公設試験研究機関 15 54 8 0 23 0 13
e 地域⾦融機関 25 42 14 0 19 0 36
f 商⼯会議所、商⼯会、中央会等の商⼯団体 11 63 5 5 16 0 19
g 地域のリーダー格の中堅・中⼩企業 19 55 16 0 11 0 113
h ベンチャー企業 0 50 17 0 33 0 6
i 地域外に本社を置く⼤企業等 13 25 13 13 38 0 8
j 国（産総研、ジェトロ、中⼩機構等を含む） 10 67 19 0 5 0 21
k 地域内のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 33 33 0 0 33 0 3
l 地域外のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 0 0 0 0 100 0 3
m ⾮営利団体（財団法⼈、ＮＰＯ等） 17 17 33 0 33 0 6
n その他 0 14 0 0 86 0 14
無回答 0 0 0 0 25 75 4
Q12 a 都道府県 17 52 14 2 16 0 130
n=363 b 市町村 13 47 20 0 20 0 15
c ⼤学、⾼等専⾨学校 16 51 8 1 23 0 74
d 公設試験研究機関 31 41 10 3 15 0 39
e 地域⾦融機関 33 0 67 0 0 0 3
f 商⼯会議所、商⼯会、中央会等の商⼯団体 0 50 25 0 25 0 12
g 地域のリーダー格の中堅・中⼩企業 17 38 17 13 17 0 24
h ベンチャー企業 0 67 33 0 0 0 3
i 地域外に本社を置く⼤企業等 0 33 33 0 33 0 3
j 国（産総研、ジェトロ、中⼩機構等を含む） 5 58 21 0 16 0 19
k 地域内のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 0 33 0 0 67 0 3
l 地域外のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 0 0 50 0 50 0 2
m ⾮営利団体（財団法⼈、ＮＰＯ等） 18 50 18 0 14 0 22
n その他 0 10 0 0 90 0 10



































































































％ ％ ％ ％ ％ ％ 件
Q13 a 充⾜している 67 33 0 0 0 0 3
n=363 b どちらかといえば充⾜している⽅だと思う 39 61 0 0 0 0 46
c どちらかといえば不⾜している⽅だと思う 14 62 18 1 5 0 148
d 不⾜している 17 38 21 7 18 0 77
e よくわからない 6 23 11 1 59 0 86
無回答 0 0 0 0 0 100 3
Q14 a 都道府県の職員等 25 75 0 0 0 4
n=49 b 市町村の職員等 75 25 0 0 0 4
c ⼤学、⾼等専⾨学校の研究者 0 100 0 0 0 3
d ⼤学、⾼等専⾨学校のコーディネーター 13 88 0 0 0 8
e 公設試験研究機関の研究者 100 0 0 0 0 1
f 公設試験研究機関のコーディネーター 38 63 0 0 0 8
g 地域⾦融機関の⾏員 0 0 0 0 0 0
h 商⼯会議所、商⼯会、中央会等の経営指導員等 0 100 0 0 0 2
i 地域のリーダー格の中堅・中⼩企業の社⻑等 100 0 0 0 0 1
j ベンチャー企業の社⻑等 0 0 0 0 0 0
k 地域企業の次期経営者（現社⻑の⼆世等） 0 0 0 0 0 0
l 地域外に本社を置く⼤企業等の社⻑・社員等 0 0 0 0 0 0
m 国（産総研、ジェトロ、中⼩機構等を含む）の研究者、コーディネーター等 0 100 0 0 0 1
n 地域内のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 0 100 0 0 0 1
o 地域外のコンサルタント（ベンチャーキャピタルを含む） 0 0 0 0 0 0
p ⾮営利団体（財団法⼈、ＮＰＯ等）の理事⻑・スタッフ等 67 33 0 0 0 9
q その他 57 43 0 0 0 7
Q15 a 将来の地域産業のビジョンを語り、関係者を巻き込んでいくことのできる⼈材 11 51 23 4 11 99
n=225 b ⼤学の研究成果の事業化を牽引できる⼤学内の⼈材 25 75 0 0 0 8
c ⼤学の研究成果の事業化を牽引できる⼤学外の⼈材 20 40 20 0 20 5
d 公設試験研究機関の研究成果等の事業化を牽引できる⼈材 16 37 21 11 16 19
e ベンチャー企業の設⽴や成⻑を⽀える⼈材 13 50 13 0 25 8
f 地域内の中堅・中⼩企業等が保有する技術等を幅広く把握している⼈材 14 76 10 0 0 21
g 地域外の有⼒企業等との連携を橋渡しできる⼈材 26 52 13 0 9 23
h 成⻑市場等のマーケットの実情を把握している⼈材 33 50 17 0 0 6
i 新規性の⾼い事業・商品等のリスクを理解しつつ、適切なタイミングで資⾦供給のとりまと
めが出来る⼈材
13 53 20 0 13 15
j 地元に腰を落ち着けて中⻑期的に取り組む覚悟を有する⼈材 8 62 23 0 8 13
k 地元には無い視点から新たな気付きを与えてくれる⼈材 0 80 20 0 0 5
l その他 67 33 0 0 0 3
Q16 a 既に実施している 43 50 3 0 3 0 60
n=363 b （現状は実施していないが）今後は実施する予定がある 10 71 12 0 7 0 41
c （現状は実施していないし）今後も実施する予定はない 12 43 18 3 24 1 170
d わからない 9 42 16 2 31 0 90
無回答 0 0 0 0 0 100 2
Q17 a ある 31 55 10 0 4 0 135
n=363 b （現時点ではないが）今後策定する予定 12 61 15 5 7 0 41
c （現時点ではないし）今後も策定する予定はない 8 37 18 3 33 1 98
d わからない 5 40 15 2 38 0 87
無回答 0 0 0 0 0 100 2
Q18 a 地域が主導した多様な成功事例や事業化にまで⾄らなかった事例等の要因の抽出 0 60 40 0 0 5
n=135 b 貴地域（都道府県・政令市）全体の中堅・中⼩企業等の実績（売上、利益、雇⽤等） 36 52 13 0 0 31
c 地域イノベーションの取り組みに関連した中堅・中⼩企業等の実績（売上、利益、雇⽤等） 50 35 12 0 3 34
d ⼤学や公設試験研究機関等と中堅・中⼩企業等の共同研究の件数 29 59 6 0 6 49
e 貴地域（都道府県・政令市）全体の中堅・中⼩企業等の参画数（セミナーや商談会、共同研
究等への参加）
38 53 5 0 5 40
f ベンチャー企業創出数 50 35 12 0 4 26
g 地域独⾃のブランドの確⽴ 40 45 15 0 0 40
h 新たな販路の開拓実績 43 40 17 0 0 30
i 貴地域（都道府県・政令市）全体の中堅・中⼩企業等のＰＲ実績 50 33 17 0 0 6
j その他 34 49 15 0 2 47
k ⽬標は明確化できていない 33 67 0 0 0 12
l わからない 0 100 0 0 0 1
Q19 a イノベーションを⽬指した取り組みに対する関係者の共通認識が⼗分にできていない 3 45 12 3 36 0 58
n=363 b イノベーションの最終的な担い⼿となる中堅・中⼩企業等の意識が⼗分ではない 20 60 7 0 13 0 15
c イノベーションの種を供給・⽀援すべき⼤学側の意識が⼗分ではない 43 43 14 0 0 0 7
d イノベーションの種を供給・⽀援すべき公設試験研究機関の意識が⼗分ではない 0 100 0 0 0 0 1
e イノベーションの構想を描き、関係者をまとめていく場づくり・推進施策等を担うべき⾏政
の意識が⼗分ではない
0 33 25 0 42 0 12
f 地域内のリソース（組織、技術、企業、⼈材等）の情報を把握し、適切に活⽤・育成できる
組織・⼈材が少ない
15 49 23 0 13 0 61
g 地域外のリソース（組織、技術、企業、⼈材等）の情報を把握し、適切に活⽤・育成できる
組織・⼈材が少ない
75 25 0 0 0 0 4
h イノベーションを⽬指した構想を描き、関係者を巻き込んでいく⼈材・その育成が⼗分では
ない
20 53 16 3 8 0 87
i 優れた技術等を有する中堅・中⼩企業等を把握できていない 0 38 38 0 25 0 8
j ⼤学、公設試験研究機関等と中堅・中⼩企業等の交流が少ない 20 50 10 0 20 0 10
k 新技術等を⽤いて競争⼒ある事業を⽴案できる組織・⼈材が少ない／弱い 14 48 5 5 29 0 21
l 商品は作れるが、それを実売につなげていく組織・⼈材が少ない／弱い 39 31 8 0 23 0 13
m 新規性の⾼い事業・商品等のリスクを理解しつつ、適切なタイミングで資⾦供給できる⾦融
機関が少ない／弱い
30 50 20 0 0 0 10
n 地域主導のイノベーションに取り組むための⾏政側の予算確保が難しい 27 53 6 3 12 0 34
o 国との協働が⼗分ではない 0 0 0 0 0 0 0
p その他 0 25 6 0 69 0 16

































































Q16、Q17、Q19_2 の 13 項目を用いて分析を行ったが、多変量解析（因子分析・主成分分析）で





因子分析を行い、潜在的因子を明らかにする。分析には R 言語6の fa.parallel 関数、fa 関数、alpha
関数を用いた。 
















析には R 言語の prcomp 関数と hclust 関数を用いた。 






                                                        
6 R version 3.4.3 for Windows 
7 因子分析についての因子数の決定や分析手法については以下を参考にした。 







version 3.4.3 for Windows プログラムによる結果に統一した。 
 多変量解析を行うために、Q3、Q4、Q5、Q6、Q601、Q8、Q13、Q16、Q17 の 9 項目を変数と
して利用する。 
 これらの変数間の相関行列を表 資- 2-1 に示す。 
 
表 資- 2-1 多変量解析変数の相関⾏列 
 
相関行列では、Q6 と Q601 の相関が非常に高く出ている。もちろん、Q6 と Q601 は質問内容に
ついても非常に似ており相関性が高く出る。次に、Q3 と Q4 の相関が出ている。次いで、Q3 と
Q8、Q8 と Q13、Q4 と Q17、Q4 と Q8、が 0.5 以上の数値であった。 
 
  
    Q3 Q4 Q5 Q6 Q601 Q8 Q13 Q16 



















Q3 成果認識 1 
Q4 取組状況 0.64 1 
Q5 GNT 企業の存在認識 0.45 0.41 1 
Q6 企業向け施策【いままで】 0.37 0.46 0.45 1 
Q601 企業向け施策【これから】 0.36 0.43 0.47 0.78 1 









0.31 0.34 0.23 0.33 0.32 0.34 0.31 1 








子分析では因子数 4 を提案された（図 資- 2-1）。 
 










                                                        





次に、因子数 4、最尤法、promax 回転で得られた因子分析の結果を表 資- 2-2 に示す。 
 
表 資- 2-2 因⼦数 4の場合の因⼦負荷量 
 第１因⼦ 第２因⼦ 第３因⼦ 第４因⼦ 共通度 
Q3 成果認識 -0.15 0.95 0.08 -0.02 0.84 
Q4 取組状況 0.05 0.46 0.07 0.25 0.56 
Q5 GNT 企業の存在認識 0.37 0.34 0.00 -0.06 0.35 
Q6 企業向け施策【いままで】 0.90 -0.11 0.08 -0.01 0.77 
Q601 企業向け施策【これから】 0.96 -0.06 -0.08 0.03 0.80 
Q8 連携認識 -0.01 0.08 0.82 -0.08 0.67 
Q13 コーディネータ⼈材の充⾜認識 -0.01 0.03 0.63 0.03 0.45 
Q16 コーディネータ⼈材育成施策の状況 0.09 -0.05 0.17 0.34 0.26 
Q17 科学技術戦略の策定状況 -0.04 0.04 -0.10 0.92 0.72 
固有値 4.40 1.05 0.82 0.66  
寄与率 0.20 0.15 0.13 0.12  
 
累積寄与率は 60％で、各因子の固有値と寄与率は、第 1 因子 4.40（20％）、第 2 因子 1.05（15％）、
第 3 因子 0.82（13％）、第 4 因子 0.66（12％）であった。 




●第 1 因子：地域企業の活性化推進 





●第 2 因子：地域イノベーションの認識 





●第 3 因子：地域内のリソースを生かしたイノベーションシステムの駆動 
 地域イノベーションの駆動に関する 2 項目（Q8、Q13）から構築される。多様な関係者が
地域の特性に応じて連携を行っているかという連携の認識と連携のコーディネーションを担
う人材の充足状況について表している。 
●第 4 因子：地域における施策の推進 






また、各因子間の相関を表 資- 2-3に示す。 
 
表 資- 2-3 各因⼦間の相関 
  第 1 因⼦ 第 2 因⼦ 第 3 因⼦ 第 4 因⼦ 
第 1 因⼦ 1   
第 2 因⼦ 0.61 1   
第 3 因⼦ 0.61 0.74 1   
第 4 因⼦ 0.64 0.66 0.73 1 
 
各因子間の相関では第 2 因子「地域イノベーションの認識」と第 3 因子「地域内のリソースを
生かしたイノベーションシステムの駆動」が 0.74 と最も高い数値を表している。次に第 4 因子「地
域における施策の推進」と第 3 因子「地域内のリソースを生かしたイノベーションシステムの駆
動」が 0.73 であった。第 3 因子「地域内のリソースを生かしたイノベーションシステムの駆動」









クロンバックのα係数により 9 項目に関する内的整合性の検討を行った。 
計算手法は、R 言語の alpha 関数を用いた。9 項目におけるα係数は 0.85>0.80 であった9。また、
表 資- 2-4 に示した項目削除によるα係数の数値を見ても、これ以上項目を削除してもα係数
が 0.85 を超えることが無いことから、質問番号 Q3、Q4、Q5、Q6、Q601、Q8、Q13、Q16、Q17








Q3 成果認識 0.83 
Q4 取組状況 0.83 
Q5 GNT 企業の存在認識 0.85 
Q6 企業向け施策【いままで】 0.84 
Q601 企業向け施策【これから】 0.84 
Q8 連携認識 0.83 
Q13 コーディネータ⼈材の充⾜認識 0.84 
Q16 コーディネータ⼈材育成施策の状況 0.85 
Q17 科学技術戦略の策定状況 0.83 
 
  
                                                        
9 クロンバックのα係数が 0.8 程度ならば十分な一貫性があり、0.7 程度でもそこそこ・まあまあの一貫性がある
と考えられている。 
10 一般に、項目数が増えるとα係数は高くなるとされている。 
11 13 項目を対象としたクロンバックのα係数による内的整合性の検討を行ったが、13 項目におけるα係数は 0.62
と低い結果が得られた。また、項目削除による係数の上昇が見られたため、項目を削除し再度計算を行った。し
かし、12 項目においても最適な状況とならなかったため、項目を削除しても係数の値が上昇しなくなるまで検討





結果（図 資- 2-1）において主成分分析における因子数は 1 と提案された。今回は平行分析の結
果に準じて因子数は 1 と決定し主成分分析を行った。結果を表 資- 2-5に示す。 
 
表 資- 2-5 主成分分析の因⼦負荷量 
    第 1 因⼦ 共有度 
Q3 成果認識 0.75 0.57 
Q4 取組状況 0.77 0.59 
Q5 GNT 企業の存在認識 0.63 0.39 
Q6 企業向け施策【いままで】 0.74 0.55 
Q601 企業向け施策【これから】 0.72 0.52 
Q8 連携認識 0.74 0.55 
Q13 コーディネータ⼈材の充⾜認識 0.66 0.43 
Q16 コーディネータ⼈材育成施策の状況 0.55 0.30 
Q17 科学技術戦略の策定状況 0.71 0.50 
  固有値 4.40   
  寄与度 0.49   
 
 主成分分析の結果、第 1 主成分の寄与率は 49％であった。このことから、第 1 主成分を、地域
イノベーションシステムの意識における総合認識力（以下「総合認識力」と言う）と考えること
とする。 
第 1 主成分における因子負荷量は 0.55 以上であり、Q4 が最も数値が高く、次いで Q3、Q6、Q8
の項目で数値が高かった。地域の状況を表している項目は Q4 であると言えよう。Q4 は地域主導
による科学技術イノベーションへの取り組みの状況についての質問項目であり、Q3 の成果認識や

















し、その特徴量を利用して階層的クラスター分析を行った。その結果を図 資- 2-2に示す13。 
 図から読み取れるのは、47 都道府県におけるクラスタリングでは大きく 2 つのグループに分け
ることができる。ここでは、area_01 から area_16 までのグループ 1、area_17 から area_47 までの
グループ 2 とした。 
グループ 1 に属する都道府県の因子負荷量は Q3 や Q4 などが高く出ていることから、グループ
1 に属する各々の都道府県における総合的な地域イノベーションの認識状況からなる特徴量とし
て Q3 や Q4 の変数と関係が深いグループと考えられる。また、グループ 2 では Q5 や Q6、Q601
などが高く出ていることから、この変数との関連が深いと考えられる。 
このことは②因子分析による結果で得られた 4 因子の特徴から、グループ 1 は第 2 因子「地域











                                                        
12 主成分分析を行うために、9 項目（Q3、Q4、Q5、Q6、Q601、Q8、Q13、Q16、Q17）の変数を用いた。 
13 階層的クラスター分析を行うにあたって 47 都道府県の主成分分析における第 1 主成分の因子負荷量と寄与率
のデータを用意した。このデータに基づき、階層的クラスター分析をウォード法によるユークリッド距離で解析
した。行のクラスタリング、列のクラスタリングを行い、ヒートマップで描画した。解析には R 言語、prcomp

















●第 1 因子：地域企業の活性化推進 




●第 2 因子：地域イノベーションの認識 




●第 3 因子：地域内のリソースを生かしたイノベーションシステムの駆動 
 地域イノベーションの駆動に関する 2 項目（Q8、Q13）から構築される。多様な関係
者が地域の特性に応じて連携を行っているかという連携の認識と連携のコーディネーシ
ョンを担う人材の充足状況について表している。 
●第 4 因子：地域における施策の推進 
 地域の今後の取組、施策の状況に関する 1 項目（Q17）から構成される。これらは、
独自の強み等を生かしたイノベーションを推進していくための戦略（地域の産業構造や
経済等に係る動態等の分析や関係者での共有等を含む）の策定について表している。 
 この 4 つの因子は、調査票による大項目「地域イノベーションへの認識」、「地域企業の活性化」、
「地域の特性を生かしたイノベーションシステムの駆動」、「地域が主体となる施策の推進」とも
概ね一致している考えられる。また、第 5 期科学技術基本計画「第 5 章イノベーション創出に向
けた人材、知、資金の好循環システムの構築 （5）「地方創生」に資するイノベーションシステ
ムの構築」の現状と課題について情報収集することを目的とした質問調査票を設計されているこ
















クラスター分析を行うことで 2 つのグループに分けることができ、グループ 1 では、Q3 や Q4 な
どが地域のイノベーション特徴量として関係が深いと考えられる。また、グループ 2 では Q5 や
Q6、Q601 との関連が深いと考えられる。 
 このことは因子分析による 4 因子の特徴から、グループ 1 は第 2 因子「地域イノベーションの
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